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社会開発と国際開発の 経営理俳 

奥 村 恵   

および④既存の 技術の事業 ( 拙稿「経営におけ 
1  経営開発の意味 

る 技術と風土」『横浜経営研究』第 14 巻第 1 号， 

1 経済行為としての 経営開発 平成 5 年 6 月 ). すなわち，事業開発は ，既存 

経営開発という 言葉は，今後重要な 概念にな の 技術の事業はさておき ，副業・関係会社の 技 

るものと思われる． ここで経営開発は ，経営と 術の事業，関連する 技術の事業， および全く新 

い う企業や行政が 主体者として 開発行為を行 う し い 技術の事業を 模索し掘り起こすことを 意 

という よう に，主体的に 用いることができる・ 抹 する． この事業開発は ， 単に利潤を維持する 

また，経営内部開発と 経営覚部開発というよ う ための行為というよりも ，広 い 意味での「事業 

に ，経営内部を 開発するとか 経営の覚部を 開発 領ょ或 」を開拓して ，製品 口 ・サービスを 社会に提 

するとかいう 形で，経営開発の 経営概俳を対象 供する意味合いを 持っている． 

として使用することもできる   他方，経営覚部開発は ， 他の人や他の 会社の 

後者のように ，経営を対象として 経営開発と 使用や便利のために 各種の基礎的な 枠組みを 作 

いう 青葉を用いるときには ， まず経営内部開発 る ，特定の業種の 営業行為として 行われる・ デ 

として研究開発，技術開発，商品・ 製品開発， ィ ベロッパ 一 といわれる会社の 業務がそれであ 

番組開発，事業開発，新業態開発，組織開発， り ， 土地。 住居，道路， 下水道， ダム，資源， 

- ンステム開発 ( ミクロ ) など，多くの 開発行為 技術，文化，産業，地域， システム ( マクロⅠ 

を 数えることができる． これらに共通している などを新たに 作ったり， 作り直したりして ， 

ことは，開発という 言葉が，企業内部の 従来の 人々の用に供するのであ る． これらの， イ ン フ 

業務や製品について ，新しいものを 作り出す行 ラストラクチャー ( 社会的生産基盤，社会共通 

為 ，あ るいは停滞している 事柄や状況を 改善す 資本Ⅰは，市民にとっても 会社一般の事業活動 

る 意味で使われている．企業の 内部で ， 新たに にとっても重要な 生活・活動基盤であ り，社会 

掘り起こしあ るいは沈滞している 事柄を改善 的に整備されて い なければならない．不動産業， 

して，経営基盤の 確立を図るのであ る・たとえ 建設業，住宅産業などは ， この整備を直接担当 

ば ，事業開発は ，経営の長期戦略に 繋がるもの し 時にはプラントを 輸出しており ， これが 本 

であ り。 多角化やリストラクチャリンバの 問題 来の業務であ るということができる． また商社 

として，次の① ， ②，および③の 技術の・事業を は ， この開発の企画・ 立案・取りまとめを 担当 

掘り起こすものであ る．①関連する 技術の事業 し 時には直接これらの 業務を執行するのであ 

( ニューメディアなど ), ②副業や関係会社の 技 る ． これらのディベロッパ 一の開発行為は ，市 

術の事業 ( 新聞・出版など ), ③全く新しい 技 場 が存在する経済行為として 行われているが ， 

術の事業 ( 新素材，バイオテクノロジ 一など ), と た え市場が存在しない 場合でも，政府資金な 



26  (226) 横浜経営研究 第 ⅩⅣ 巻 第 3 号 (1993) 

どを得て社会市場を 形成し社会開発行為を 行 

うことができる． これは，広い 意味の社会的責 

任遂行の行為であ り， ここからは社会開発利益 

が生じる． 

2  国・地方自治体の 都市再開発 

なお，市場が 存在しない場合の 開発行為とし 

ては， 国や地方公共団体の 開発行為があ り， た 

とえば都市開発は ，いまや重要な 都市機能であ 

り ，横浜市などは「超開発会社」と 呼ばれてい 

るほどであ る・ わが国の都市化は ，昭和 30 年代 

から急激な勢いで 進み，複雑な 都市問題を引き 

起こした・特に 問題となったのは ，市街地の秩 

序なき拡大の 問題であ る．駅双は，バスが 通れ 

ないほど狭く ， 自転車の放置，不法駐車，交通 

渋滞は，商店街の 営業活動を麻疫させていた． 

したがって， 「都市再開発 法 」の考え方に ょ 

れば，「その 対策の基本方向としては ，都市の 

周辺部で起こっているスプロール 現象を押さえ 

て，市街地が 無秩序に拡大しないように ，計画 

的な市街化を 進めるとともに ， これと平行して ， 

既成市街地内部の 低層過密，用途混在，公共施 

設不足といった 不良市街地を 改造して，計画的 

な 再開発を進めて ，土地の健全な 高度利用を図 

ることが必要となった」 ( 建設省都市局都市再 

開発課監修『都市再開発 法 解説』改訂第 3 版， 

大成出版社， 1989,pp.2 一 3). 「都市計画法」は ， 

42 年の特別国会で 通過成立し 「都市再開発 法 」 

は，昭和 44 年公布された・ 以来，各都市で 多く 

の都市計画市街地再開発事業が 行われている． 

横浜市の「よこはま 21 世紀プラン」 ( 平成元年 ) 

や川崎市の「川崎新時代 2010 プラン」 ( 平成 5 

年 ) は，都市拠点の 整備や市街地の 整備を調っ 

ており，都市再開発に 力を入れている． また平 

成 5 年 9 月 1 日，横浜で「みなとみらい 開発セン 

ター」 ( 資本金 2 億 5 千万円 ) が設立されたが ， 

このセンターは ，横浜市西区のみなとみらい 

(MM) 刀 地区の都市基盤整備などを 担うこと 
になっている． このような都市の 計画と再開発 

は，私企業の 企業活動にとって 不可欠な基盤 形 

成 活動であ る． 

しかし，土地の 開発を含めて ，乱開発など 過 

度の開発は地球環境の 破壊に繋がるものであ り   

経営開発は，地球環境保護の 理念のもとで ，遂 

行されるべきものであ る． 

3 社会開発と国際開発 

ここで，経済行為としての 経営開発や国・ 地 

方自治体の都市再開発は ， 仝後の市民生活や 企 

業活動にとって 重要であ るが， さらに経営開発 

としての社会開発や 国際開発は，社会の 視点や 

国際の立場に 立つとき， その比重が徐々に 大き 

くなっており ，今後の社会や 国際関係の枠組み 

作りとしては 不可欠のものとなっている．経営 

の社会開発は ，企業の社会行為としての 開発で 

あ り，経営の国際開発は ，企業の国際行為とし 

ての開発であ る．本稿では 以下，社会開発と 国 

際開発について ， その概念， 内容， 問題点を展 

開することにしたひ． 

Ⅱ 社会行為としての 経営開発 ( 社会開発 ) 

1 経済開発から 社会開発へ 

さて， まず企業の社会開発について 取り上げ 

ることにしたり・ とくに， わが国経済同友会の 

「社会開発」の 理念および米国経済開発委員会 

の 「社会開発」の 理念の検討によって ，その内 

容を把握することにしたい． これらの経営者団 

体は，進歩的な 経営者の集まりであ り，時代の 

変化に即応して 各種の声明や 勧告を行っている   

これらの声明や 勧告は，経営者の 集合体によっ 

て 行われているという 意味で， これを経営理俳 

として規定しその 分析を進めることにしたい   

現代社会には ，地球環境保護その 他の条件は 

あ るものの，国の 内外を問わず 開発が望ましい 

幾多の領域が 存在する． それは，経済開発を 超 

えて，たとえ 市場が存在しなくても ，企業が努 

力 目標とすべき 社会領域であ る・ この領域は ， 

「企業に対する 社会的挑戦」として 次のように 

掲げることができるが ，経営内部開発および 経 
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営覚部開発を 含めて，経営開発が 必要とされる 

領域として注目すべきであ ろう． 

① 生態的均衡の 達成一産業生産と 自然界の 

限界との間に 適切な媒体を 見出だすことであ る， 

② 企業生産性と 社会生産性の 改善一ここで 

社会生産性は ，社会全体の 福祉に関わるもので ， 

社会の主要機関の 協力が必要であ る． 

③ 職場における 人間要素一人間を 労働力と 

してだけでなく ，尊厳を持ち 健康を保つ要素と 

して扱う． 

④ 倫理と経済学との 均衡一企業は ，経済的 

財貨およびサービスを 生産・提供するだけでな 

く， これを倫理的な 方法で行わなければならな 

し Ⅰ   

⑤ 全世界的な圧力・ 需要・ニーズへの 呼 

応一企業は，全世界的な 存在であ ることを認識 

し世界経済のニーズ ，競争場面の 動向，文化 

パターンの変化に 呼応する． 

⑥ 社会的パートナーシップの 設計一共通問 

題解決のために ， 政府と企業，経営者と 労働者， 

環境主義者と 電力会社が，社会的パートナーを 

組むことであ る (W.C. F,ede,ick, K. DaVis, and 

J.E. Post, 鹿 ㎡ 化 55 d 材 Socie ゆ : CO ゆ 0 仏陀 
及 mf,g ノ， ぬ る Zic Roii 。 ノ ， EfA/ 。 ， ， McGr; 、 w-H Ⅲ， 

1988, pp.13 一 %). 

これらの社会領域は ，前述の企業の 経済開発 

ではカバーしきれないので ，企業はこれら 社会 

領域の開発に 関与しなければならない． その理 

由として，企業は 社会的公器であ るから社会的 

責任を負 う べきであ るという理由 ( 受託原理 ), 

企業は巨大な 資源と権 力を保有し強い 影響力 

を持っているという 理由 ( 巨大化原理 ), また 

企業の寄付金 ( 拠出金 ) は，弱者を救い ( チャ 

リティ原理Ⅰあ るいは会社の 利益をコミュニテ 

ィの広範な利益と 結びつけるものであ るという 

理由 ( フィランスロピ イ 原理 ) が挙げられる． 

とくに， 企業とコミュニティとの 緊密な関係か 

ら， 企業の社会的関与は 企業に良い影響と 広い 

意味での利益を 与えるものであ る・ たとえば， 

病院建築基金への 寄付はコミュニティ㈲よりよ 

ぃ 健康状態をもたらし また教育や学校への 寄 

付は労働市場の 改善，経済の 拡大， さらには潜 

在的市場の改善をもたらすのであ る． 

2 米国経済開発委員会の「社会開発」理俳 

@ 和 4f 年 ) 
社会開発は，企業の 経済開発では 対処できな 

い領域について ，企業の社会的責任の 一貫とし 

てこれを遂行していくものであ る． 企業の社会 

的 責任としての 社会開発について ， 米国経済開 

発委員会が， 1971 年に優れた見解を 表明してい 

るので， これを暫く紹介することにしたい． 

( 経済開発委員会 (CED) 著 ，経済同友会編訳 

『企業の社会的責任』鹿島出版会，昭和 47 年． 

原文 Commjttee for Ecomomic DeVelopment, 

So 。 iaZ R 。 ， タ 0" ㎡ &i/; ゆ o ダ B" 打れ，， 5 Co ゆ om 血 o", 

1971.   

同委員会の見解に よ ると， 企業の社会的責任 

の 領域は ， 次の三つの同心円を 形成している． 

① 内側の四一企業の 経済的責任．経済的機能 

を果たすという 企業の明確な 基本的責任であ @ ヮ   

生産， 雇用，経済成長などがこれに 相当する． 

② 中間の口一企業の 社会的責任 ( 狭義 ). 上 

の経済的機能を 果たすにあ たって， 変化する・社 

会的価値や優先順位に 対して，細心の 注意を払 

うという責任であ る・環境保護， 雇用，従業員 

関係，情報提供，公正取引，製品安全性などが 

これに相当する．③ 外側の円一企業の 社会開 

発責任．企業が ，今後社会環境の 積極的改善に 

幅広く関与するにつれて ，遂行すべき 責任であ 

る，企業は。 その資力，技能，能率の 上から， 

貧困， 都市問題， 教育， 保健など社会問題の 処 

理・援助を行うよう 求められている． 企業独自 

で， あ るいは企業と 政府とのパートナーシップ 

のもとで，遂行される ( 上掲 菩 ， pp.16 一 49). 

ちなみに， これらの責任を 遂行することから 

得られる成果を 識別することが 必要であ る． 企 

業の経済的責任の 遂行からは通常の 経済的利益 

が，企業の社会的責任 ( 狭義 ) の遂行からは 社 

会 関連利益 ( 啓発された自己利益， enlight- 
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ened self-interest) が，そして企業の 社会開発 

責任の遂行からは 社会開発利益が ， それぞれも 

たらされる ( 経済開発委員会 著 ，前掲 書 ， 

pp.16 一 49). 

3  「社会開発」の 具体化と社会開発利益 

ここで，社会開発の 具体的内容と 社会開発利 

益について，述べておきたり．米国経済開発委 

員会が掲げる 社会開発は， 10 の分野， 58 の小分 

野に亘 るものであ り， 当時米国企業が 実践して 

いたことを包括的にリスト・アップしたもので 

あ り，実態と密接な 関係があ る・各会社は ，そ 

れぞれに最も 効果的に追求できると 思う領域を 

選択すべきであ るとしている ( 経済開発委員会 

著 ，前掲 書 ， pp.52 一 9). 

① 経済の成長と 効率化一生産性の 向上，経 

営の刷新，競争の 高揚， インフレ対策・ 雇用促 

進，経済安定成長，ベトナム 戦後の経済転換 支 

援 ， 

② 教育 一 学校への財政援助，文教予算支援， 

器材寄贈人材派遣， カリキュラム 開発援助， カ 

ウンセリング 等への援助，成人教育・ 新しい学 

校制度等の設立，大学への 財政援助， 

③ 雇用および訓練一恵まれない 階層の採用， 

特殊技能訓練，婦人のための 保育所，技能・ 職 

能開発，離職者の 再訓練， 老齢・疾病不安解消， 

政府保険制度の 拡張支持， 
④ 市民権 および機会の 平等 一 少数民族の雇 

用・昇進確保，就労結果の 平等化，黒人教育施 

設の改善援助，住居上の 人種差別撤廃促進，ゲ 

ット一地区での 工場設置，少数民族経営の 企業 

への援助， 

⑤ 都市再開発 一 都市・地域再開発でのリー 

ダーシップの 発揮，低所得者用住宅建設，新し 

いコミュニティ・ 都市の建設，交通機関の 改善， 

⑥ 公害対策 一 最新設備の設置，環境破壊 最 

刀、 ィヒ の新施設，研究・ 技術開発，共同処理施設 
の設置， 環境管理体制改善についての 連邦・地 

域・ 州 との協力，廃棄物再利用計画の 開発， 

の 自然保護およびレクリエーション 一品種 

活用による樹木の 増大，動物保護・ 森林の生態 

的均衡， レクリ エーシ ， ン 施設の整備， 自然景 

観破壊地域の 修復，希少資源の 再利用， 

⑧ 文化・芸術一文化，芸術機関への 資金援 

助，現物寄付・ 人材への支援・ 広吉援助， 法 
律 ・労働・財政問題への 助言， 政府の財政援助 

確保の援助， 
⑨ 医療保護 一 各地域の保健事業計画への 参 

与，低料金医療計画の 策定・実施，病院等の 設 

直 と運営， 医療保険の運営改善， 医学教育の整 

備・拡充，政府による 保健体制改善に 対する支 

援， 

⑩ 政府機関一行政効率化への 支援，公務員 

給与体系適正化への 支援，政府機構上の 近代化 

促進，政府機関の 対 G 能力改善への 支援，選挙 
制度・立法過程の 改革の支持，行政事務効率化 

のための計画立案，社会福祉等政府業務の 改革 
促進， 

さて，企業はこれらの 領域において ， どのよ 

うな改善・開発の 方法を用いるのであ ろうか． 

その方法として ，企業はまず 寄付を行う・ また， 

これら開発のコストとリスクを 分担し効果を 

高めるために 企業間の協力体制を 組み， さらに 

これらの領域において ，利益とリスクを 伴う社 

全市場を形成する よう 開発を方向づけるのであ 

る・政府と企業のパートナーシップにおいては ， 

政府は，企業からの 参加を確保でき ，市場の導 

人 が可能であ る よう に，補助金，融資などの 奨 

励 策 をこれまで講じてきた・ 今後は，契約，貸 

付，信用保証，保険， 税 優遇措置などの 奨励等 

の 実施が考えられる ( 経済開発委員会 著 ，前掲 

書 ， pp.75 一 95). 

政府と企業とのパートナーシップの 場合には， 

奨励措置により 市場の導入が 可能となり，企業 

は社会開発利益を 得るであ ろう・あ るいは，企 

業独自の場合であ っても， 社会市場が成立する 

ものについては ，開発利益を 得ることができよ 

う・ これらは，支出に 対応して直接確認できる 

利益であ り，社会改善活動に 進出するというき 

わめて正当化された 活動に基づくという 点を除 
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い て， 通常の利益と 変わりはな い ． 

しかしながら ，寄付その他の 場合には，社会 

的支出が見られるのみで ， それに見合う 収益な 

いし利益は直接確認できる 形ではもたらされな 

い． そのため，無形の 社会関連利益の 概念を導 

入し， これを適用しなければならない   

4  わが国経済同友会の「社会開発」理俳と 

「国際化」理俳 ( 昭和 45 年Ⅰ 

興味あ ることは， わが国においても ， 同時代 

に「社会開発」の 経営理俳が発表されているこ 

とであ る． わが国経済同友会は ，昭和 45 年 1 月 

16 日の幹事会で ，年頭見解『社会開発と 国際化 

の 10 年 コを 採択，発表した・ この「社会開発」 

の理念が発表された 背景は，経済成長の 量的・ 

質的マイナス 面が顕在化し 始め， これに対処し 

ようとする動きであ る． この「年頭見解」によ 

ると，高水準の 経済成長に伴って ，国民総生産 

は自由世界第二位に 達し また国際社会の 一員 

としての責務を 積極 白 りに分担できる よう 国内 基 

盤を強化したという ，経済成長の 積極面があ る   

他方，物価上昇，大気・ 水の汚染，生活環境の 

悪化など実態面のマイナスのほか ，豊富の中の 

貧困，郷土愛の 稀薄化，地域社会にたいする 責 

任感・帰属意識の 減退など，質的側面のマ イナ 

スが 生じてきた． ここで，経済同友会は ，「社 

会開発」という 第一の課題と「国際化」という 

第二の課題を 課し二つの路線を 志向したので 

あ る ( 経済同友会『経済同友会 30 年央ユ経済同 

文金，昭和 51 年， pp.433 一 4). 

「社会開発」 という第一の 課題について ， 

「年頭見解」は ， 人間中心の社会形成を 主眼と 

して「国民福祉に 直結する成長の 実現」を強調 

し次のように 述べている・「第一の 課題は ， 

60 年代に顕在化した 諸問題を克服することであ 

る． 60 年代の社会的緊張の 根底には，国の 経済 

成長の成果が 個人生活の水準にまで 十分及んで 

いないという ，実態面から 生ずる国民の 不満が 

あ り， また従来の量的拡大優先の 経済成長は， 

人間の精神的・ 文化的価値を 高める社会の 質的 

進歩には必ずしも 結びつかないという ，挫折感 

と目的喪失感があ る， また，急速に 進展する科 

学技術と人間との 乖離が問題となっている． そ 

のため，経済の 成長力を賢明に 用いて，物的・ 

精神的両面の 社会開発を進め ， 人間中心の社会 

形成を速かに 実現しなくては ， 将来の発展を 期 

待しがたい」Ⅷ経済同友会 30 年 史 』，上掲 書 ， 

p.434). この ょう に，経済同友会の「社会開 

発」は，量的拡大優先の 経済成長への 反省とし 

て ，経済の成長力を 賢明に用いて ， 人間中心の 

社会形成を速かに 実現するための ，物的・精神 

的両面の社会開発を 意味し極めて 理念的なも 

のであ る． 

5  「社会開発」の 具体化と 「新経済社会発 

展計画」の「社会開発」理俳 

ここで， 「年頭見解」が 描いている「社会開 

発」の内容をさらに 深く把握することにしたい   

この「年頭見解」には ， 「社会開発と 国際化へ 

0 条件整備」としての「社会建設のバランド・ 

デザイン」と「バランド・デザイン」実現のた 

めの「経営者の 社会的責任」との 二つのフレー 

ムワークがあ る ( 上掲 書 ， p.435 一 6). 

(1) 「社会開発と 国際化への条件整備」とし 
ての「社会建設のバランド・デザイン」 

「社会開発と 国際化への条件整備」としての 

「社会建設のバランド・デザイン」は ， 次のと 

おり， 四つの柱からなっている   

① 最適社会の発見 

② 科学技術の調整 

③ 都市の生活環境の 整備 

④ 経済協力の立案 

(2) 「バランド・デザイン」実現のための 

「経営者の社会的責任」 

「バランド・デザイン」実現のための「経営 

者の社会的責任」は ， 次の三つの方向において 

その役割を打ち 出している． 

① 新しい社会建設への 参加   頭脳集団の 
組織化，社会各層の 意思疎通の円滑化，企業組 

織の能力構造化・ 弾力化 
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② 国際的責務の 遂行一一貿易，資本の 自由 

化とわが国企業の 国際化，発展途上国への 経済 

協力の拡大化 

③ 社会福祉の確保   国際化推進による 物 
価 安定と構造改革，物資・サービス 提供の倫理， 

公害排除の構え 

これらの「社会建設のバランド・デザイン」 

と「経営者の 社会自 り 責任」との二つのフレーム 

ワークを見ると ，極めて理念的であ った経済同 

度会の「社会開発」が ，具体的な領域としてク 

ローズ・アップされてくる．すなわち ，最適社 

会の発見，科学技術の 調整，都市の 生活環境の 

整備，経済協力の 立案，社会各層の 意思疎通の 

円滑化，社会福祉の 確保，物価安定と 構造改革， 

物資・サービス 提供の倫理，公害排除の 構えな 

どであ る． 

なお，注目すべきことは ，「年頭見解」のす 

ぐ後に答申された「新経済社会発展計画」であ 

る ・佐藤首相から 諮問を ぅ けた経済審議会は ， 

45 年 4 月「新経済社会発展計画」を 答申， 5 月 

に閣議決定された・ この 期 計画では，経済の 効 

率化よりも「社会開発」と「人間性の 尊重」を 

前面に押し出している． 

ここで， 「社会開発」は「国民福祉の 向上」 

と同意義であ り，次のように 調われている． 

「充実した経済力にふさわしい 国民生活実現の 

ための社会的基盤を 整備し ともすれば見失わ 

れがちであ った人間性を 取り戻しつつ ，真に豊 

かな社会の建設を 本格的に目指す」 ( 上掲 書 ， 

p.431 一 2) と・ ここでは，「社会開発」は ，「国 

民福祉の向上」であ り，社会的基盤の 整備と豊 

かな社会建設を 目指すものと 規定されている   

Ⅲ 国際 イ 〒 為 としての経営開発 ( 国際開発 ) 

1 社会開発の海外移転としての 国際開発と 

国際間の諸問題 一 経済同友会と CED 

さて， 国際開発の問題に 入りたい． まず考え 

られることは ，国際開発は ， これまで述べてき 

た経済開発 ( 経営内開発，経営覚開発 ) および 

社会開発を外国に 移転し実施するときに ，文字 

通り具体化するということであ る． 日本での経 

済開発と社会開発を ，そのままあ る国に移転す 

れば， これは国際開発と 規定できるであ ろう． 

しかしょく考えると ，経済開発はともかく ， 

日本においてさえ 思うにまかせない 社会開発を ， 

果たして日本力斗可の 条件もなく外国でこれを 実 

現せしめ得るのであ ろうか．思うに ，海外での 

経済開発や社会開発を 実現するためには ，国際 

間の諸問題に 直面し， その解決策を 探る時に初 

めて，実現可能性が 出てくるのではなかろうか   

つまり， 国際開発を実現するためには ，現実の 

問題解決，条件設定，そして 理念や信念が 形成 

されて， 始めて可能となるものと 考えられる． 

たとえば，上の 経済同友会の「年頭見解」に 

おいては，社会建設のグランド・デザイン」と 

「経営者の社会的責任」 との二つのフレーム 

ワークが示されたが ，実は両者とも ，「社会 開 

発 」のためだけでなく 同時に「国際化」のため 

の条件整備としても 提示されている． それとい 

うのも， 「見解」では ， 当時の「社会開発」な 

どの諸問題を ， 「国際化」という 枠組の中で同 

時 的に解決することを 課題としていたのであ る 

( たとえば， 国際化推進による 物価安定と構造 

改革によって ，社会福祉の 確保を図っている ). 

また，成長それ 自体を罪悪税するのではなく ， 

この活力を建設的な 方向に結集することが 重要 

であ るとの立場から ， 「社会開発」と「国際化」 

という二つの 路線を志向したのであ る． 国際化 

の問題は，当時の 日本において ， さらには現在 

においても，志向すべき 必須の課題であ り， こ 

の 課題を解決するところから 国際開発が導き 出 

されるのであ る． 

さらに， 国際開発の諸問題を 検討する際に 関 

心のあ ることは，上記のアメリカ 経済開発委員 

会 と経済同友会との 緊密な関係であ る． 日本の 

経済界の国際化の 過程において ，両者の緊密な 

関係 ( 厳しい両国の 経済関係の中での ) を見過 

ごすわけにはいかない．両者は ， 日米における 

進歩的な二つの 有力な経済団体であ り， 国際 開 
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発 の問題 は ， この両者の緊密な 関係を辿るとこ 

ろから，解明の 糸口を得ることができよう．経 

済同友会が発刊した『経済同友会 30 年 史 』 ( 昭 

和 51, pp.1 一 866) に基づいて， このテーマを 

追っていきたい． 

経済同友会は ，創立が昭和 21 年であ り，敗戦 

直後，崩壊した 日本経済の再建，民主主義社会 

の実現，国際社会への 復権 を目指していた．進 

歩的で，時代の 流れを良く読み ， これに応じた 

経営理俳を数多く 公表しており ，戦後から今日 

に至るまで，経済界・ 産業界やその 価値観を積 

極的にリードしてきている． 他方， CED 

(CommMeef0rEcono ㎡ cDeVelopmemt: 経済 

開発委員会Ⅰ は，設立が 1942 ( 日柄口 17) 年であ 

り ， 250 名のアメリカ 経済界と学会の 指導者に 

よって構成される 独立，非営利，政治的中立の 

民間経済団体であ る． そのメンバーは ，経営者 

としての現実的な 経験を基にしており ，エコノ 

ミストならびに 社会学者との 協力を得て，活発 

な政策分析ならびに 政策提言・報告を 行。 てい 

る． 客観白 9 調査と現実性を 重視した政策提言・ 

報告は，米国政府の 政策形成に大きな 影響力を 

持っとともに ，併せて大学における 教材として 

も 活用されている ( 経済同友会・ CEm 共同声 

明「日米経済関係の 強化 : 公的部門・民間部門 

のためのアクション・プロバラム」平成元年 

(1989), 11,p.29). 

2  昭和 36 年， 経済同友会総会における ， 

CED の中心メンバ 一による「地域開発に 関す 

る勧告」 

昭和 36 年， アメリカ経済開発委員会 (CED) 
の中心メンバーを 迎えて経済同友会の 総会が開 

かれた． 国際色豊かな 総会であ り，経済同友会 

の国際活動にとって 意義深い機会であ った．経 

済同友会はすでに 昭和 31 ヱ年頃 から CED の活動 

に注目しており ， また 32 年， 35 年に CED] との 

交流があ った・ 経済同友会は ， 昭和 36 年 iCED 

と協力関係についての 文書を交換した． かって 

同友会創立の 時 ( 昭和 21 年 ) 掲げた目標であ る 

国際社会に参加する 日を ， ¥W 午後ついに迎えた 

のであ る ( 山下静一『戦後経営者の 群像」 日本 

経済新聞社， 1992,p.128). 

36 年経済同友会の 総会では， CED が「地域 

開発に関する 勧告」を行った． とくに強調した 

点は ，次の二点であ った， 

(1) 企業の地方分散には ，個々の企業が 分 

散できるような 誘因ないし刺激を 与えなければ 

ならない・例えば ，道路，通信，水利，電力， 

税 ，労働力であ る・政府の指示によってでなく   

個々の企業の 経営者が， その自己判断に 基づい 

ていけるような 環境を作ることが 必要であ る． 

に ) そのような環境の 造成にあ たっては， 

政府がこれに 力を貸すべきであ る． 米国では， 

土地収用について ，何はともあ れ，計画にした 

がって土地を mx 用してしまう． その後で対価に 

ついて考えるのであ る ( 経済同友会『経済同友 

会 30 年 史 』昭和 51, p.120 一 1). 

このように，地域開発を 民間べースア 経済と 

効率を中心に 行うという基本的考えは ， 聞く人 

に感銘を与えた． CED が「地域開発に 関する 

勧告」を行ったことは ，地域開発に 関する国際 

間の勧告であ り， まさに国際開発についての 勧 

告と呼ぶに相応しい． 

3  昭和 38 年， 経済同友会と CED の共同提案 

「世界経済の 中の日本」一国際活動の 積極的展 

開 

昭和 38 年 4 月， 経済同友会と CED の共同提 

案「世界経済における 日本」が， 日米同時に発 

表された． これは共同提案であ るが， 両 団体が， 

それぞれの責任で 二本建てで発表したものであ 

る・ いずれの提案も ， 「日本経済の 驚くべき経 

済成長とその 成果を是認し この実態を前提と 

して， 日本が国際経済社会の「イコール・パー 

トナー」として 参加することの 必要性と， その 

積極的な役割を 認めたのであ る． それだけに， 

日本の「自由化」が 一層速かに促進されるべき 

ことの意義を 強調する一方， 日本に対する 各国 

の差別待遇の 非を指摘したほか ，発展途上国間 
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発 援助への日本の 役割にも言及した」 ( 経済同 
友会『経済同友会 30 年 史 』昭和 51, p.151) の 

であ る． 

日米の進歩的な 二つの民間経済団体に よ る 初 

めての共同提案は ， 日本経済の「後進性」につ 

いての誤った 先入観を除去するのに 役立った等， 

米国内でも大きな 反響を呼んだのであ り，経済 

同友会は「民間経済覚交の 推進」に寄与したの 

であ る・ しかも， 『経済同友会、 30 年 史 』による 

と， 「重要なことは ， これら提案の 背景をなす 

ものは，一国の 狭い経済的利害の 立場ではなく   

よ り広い国際経済政策の 基本原則であ るところ 

に， 大きな特色が 見出だせる」のであ る ( 上掲 

書 ， pp.150, 154).  なお， この共同提案に 先 

立っ 両 団体の共同討議 ( 昭和 36,37 年 ) では， 

その討議の柱として ，①日本商品に 対する差別 

待遇問題，②日本の 経済成長に伴う 国際収支問 

題，そして③発展途上国開発における 日本の役 

割，の三点を 挙げていた ( 上掲 書 ， p.147). 

早くも昭和 36 年に，発展途上国開発における 

日本の役割の 問題が討議されていたこと ，そし 

て一国の狭 い 経済的利害の 立場ではなく ， よ り 

広い国際経済政策の 基本原則が樹立されていた 

ことは，興味あ るところであ る・ 

4 昭和 40 年， 経済同友会， CED, および 

仏 ・西独・伊豆か 国提携団体 ( 計 5 か国 ) に よ 

る共同声明「東西貿易一西側諸国の 共通政 

策」一国際的共同活動の 進展 

昭和 40 年 5 月，経済同友会は ， CED および 

仏 ・西独・ 伊三 か国提携団体 ( 計 5 か国 ) との 
共同声明「東西貿易一西側諸国の 共通政策」を 

発表した． この「共同声明」は ，東西貿易に 対 

する西側の考え 方の最大公約数を 見出すととも 

に ， それを前進 自 りな姿勢でまとめた 基本的指針 

ともいうべき 性格のものであ った． この「共同 

声明」の「勧告」の 一文においては ，「われわ 

れは，貿易の 障害を東西相互に 削減して，東西 

間 貿易を拡大することが ，西側の利益に 役立っ 

ものと考える．貿易の 諸制限は，戦略的理由， 

つまり損害を 防止し西側が 貿易による利益の 正 

当な分け前を 得るために， 必要であ る」 と制限 

つきの貿易拡大を 方向づけている． また， ここ 

での基本的立場は ，東西貿易について 単に市場 

性を問 う だけでなく，「国際収支の 改善のほか， 

平和共存のためにも ，東西貿易の 拡大は必要で 

あ る」 ( 上掲 書 ， pp,220 一 1) という広い立場に 

立つものであ る． 

また「共同声明」は「東西間貿易に 対する 政 

策 樹立上の指針」として ，包括的な四つの 原則 

を示した ( 上掲 書 ， pp.221 一 2). 

① 現実主義一非現実的な 観念論や先人観に 

惑わされないで ，正確に現状の 観察をする・ 

② 選択一東側諸国は ，経済状態・ 慣習， 政 

治 姿勢，政策等に 著しい差異があ るので，西側 

の政策も， この差異に応じて 区別しなければな 

らない． 

③ 弾力性一西側は ，経験が進むに つ れまた 

変化する情勢に 対して，その 政策を適応させる 

能力を持たなければならない． 

④ 協力 一 西側が，協議し 協力すれば，希望 

する条件を よ りょく達成できょ ぅ ． 

さらに「共同声明」は ，実務的・技術的な 具 

体的 勧告を行った． たとえば，新機関の 設置， 

東西貿易の方式，バーター 取引， クレジット， 

マーケティンバ 等についてであ る ( 上掲 書 ， 

p.222). 昭和 AQ 年の東西貿易に 関する「共同声 

明 」は，利益の 異なる西側諸国の 共通政策を盛 

込むものであ り，国際的な 共同活動の進展を 図 

る上で， わが国にとっては 画期的なものであ る・ 

制限つきの貿易拡大を 方向づけることによって ， 

西側が貿易による 利益の正当な 分け前を得る 反 

面，東西貿易については 単に市場性を 問うだけ 

でなく， 国際収支の改善，平和共存の 目的が強 

調されていることは ，国際関係のもつ 互恵の精 

神から注目されよう． 

なお，昭和 40 年 11 月には，パリで 日・米・欧 

7 か 国が共同研究「南北問題」の 合同会議を開 

催した． この会議では ， ィタ リヤの経済団体 

(CEPES) が作成した案を 議題にしたが ， この 
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案はイタリアが 自国と利害関係の 深いアフリカ 

を対象に， 自国の利益に 立脚したものであ り， 

他国の同調はほとんど 得られなかった．不調に 

導いたのは， イタリアが，「特恵関税」の 是認、 

と「地域主義」に 固執したことにあ った ( 上掲 

害 ， p.235 一 6). この不調の会議は ，国益の違 

いを調整することの 難しさと重要性を 指摘する 

ものであ る・同時に，同友会にとって ， 大きな 

孝女 ヨ ll を与えたという． それは，発展途上国への 

経済協力について ， 日本は一貫した 基本方針を 

信念として確立していないという 点と， 自国の 

立場を理論的に ，説得力を持って 訴えるような 

専門家が育っていないという 点を，痛感させら 

れたということであ った ( 上掲 書 ， pp.235 一 6). 

それ以降， とくに近年では ，国際開発に 関する 

一貫した基本方針の 確立と， 自国の立場を 説得 

力を持って訴えるような 専門家の育成が ，重要 

な 課題となっている   

5  昭和 41 年， CEDA との共同研究成果をも 

り込んだ経済同友会の 提言「東南アジア 経済開 

発に関する勧告」 (CED はオブザーバⅡ 一 南 

北問題への国際的挑戦 

昭和 41 年 lU 月 ，経済同友会は ， CEDA ( 豪州 

経済開発委員会 ) との共同研究成果をもり 込ん 

だ提言「東南アジア 経済開発に関する 勧告」を 

発表した・かねてから ，経済同友会， CEDA, 

および CED の間で国際合同会議が 開かれてき 

たが， とくに第三回会議 (CED はオブザー 

バⅡでは，経済同友会はその 基本線を次のよ 

うに打ち出していた．①東南アジアは 国際開発 

援助の主流から 取り残されているので ， この 地 

域の経済開発に 積極的に協力すべきであ る．② 

押 つけ援助ではなく ，受入れ国の 立場で考え， 

その国を離陸させるための 決め手になる 分野に， 

援助を集中させるべきであ る．③差し当たり ， 

経済的・社会的基盤強化のため ，先進国の政府 
借款や国際機関の 援助の増額が 必要であ る ( 上 

掲 書 ， p.230). 

昭和 41 年 11 月の「東南アジア 経済開発に関す 

る 勧告」は， この基本線を ，冒頭で確認し 援 

助の量的・質的な 拡大，充実の 必要性を強調し 

た   

次に，援助は 受入れ国の実情に 応、 じた「きめ 

のこまか い 」 ものであ るべきこと， また経済開 

発の促進にあ たっては運輸・ 通信・電力・ 潅 概 

などインフラストラクチュア 卜部構造 ) の充 

実や，教育・ 医療など社会基盤の 強化にとくに 

重点がおかれねばならぬこと ， さらにこれらの 

部面は採算べ ー スにのりにくいため ，先進国の 

政府借款や国際機関の 援助の増額に 待っところ 

が多 い こと，などを 指摘した ( 上掲 書 ， p.232). 

またこの「勧告」は ，東南アジアにおける 農 

業 開発について ，食料供給の 確保， 農産物輸出 

による外貨獲得， 国内市場の拡大，「東南ア、 ジ 

ア農業開発基金」の 設置など，意欲的な 見解を 

明らかにした ( 上掲 書 ， p.232). 

さらにこの「勧告」は ， 次のように多角的な 

見解を展開している・①開発途上国の 工業化は， 

まず国内に需要のあ る産業，国内に 原料を産す 

る産業の開発から 出発することが 常道であ るこ 

と，②経済開発を 効果的に進めるためには ， 結 

局は民間企業の 発展を待つほかはないこと ，③ 

経済基盤があ る程度固まっている 国に対しては 

民間投資を積極的に 進めること，④企業進出に 

あ たっては， 企業目的を明確にし 公正な投資 利 

潤が 確保できる見通しをつけてから 態度を決定 

すべきであ ること，⑤進出した 以 ・上は現地に 同 

化して共存共栄する 気持ちで，利潤を 現地に還 

元する姿勢が 望ましいこと ，⑥発展途上国では 

生産技術を主とした 訓練指導のほかに ，経営 管 

理 能力の指導を 推進する必要があ ること，のな 

によりも肝要なのは ， 発展途上国の 自助の精神 

であ ること， などを勧告している ( 上掲 書 ， 

p,233 一 4). 

昭和 4¥ 年のこの「東南アジア 経済開発に関す 

る 勧告」は，南北問題への 国際的挑戦とも いう 

べきものであ り， 「国際開発援助」 という概念 

を明確にし国際開発援助の 主流から取り 残さ 

れていた東南アジアに 対して，経済開発に 積極 
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的に協力すべきことなど ，援助の理念と 方法を 

適切に勧告している． また，採算べ ー スにのり 

にくい領域について ，先進国の政府借款や 国際 

機関の援助の 増額に待つところが 多い社会開発 

に言及している． 

また「勧告」は ，開発途上国の 工業化の出発 

点，経済開発を 効果的に進めるための 民間企業 

の発展，経済基盤があ る程度固まっている 国に 

対する民間投資の 積極的推進，企業進出にあ た 
っての企業目的の 明確化と公正な 投資利潤の確 

保などについて 勧告している・ まさに，時代を 

先取りし個別企業活動の 枠組みを示す 経済団 

体としての経営理俳たるに 相応しい勧告であ る   

なお，東南アジアに 対する経済協力の 積極化 

を 強調したのは ，原油の確保と 輸送に関係があ 

るといわれている ， 山下静一氏によると ， 「木 

川田氏が代表幹事になった 初期の頃 は，総会に 

おける所見発表の 内容も， 自由企業の経営哲学 

を 軸としたものだつた．それが 高度成長に入っ 

た頃 から，視点を 新にして，東南アジアに 対す 

る経済協力の 積極化を強調しはじめたのであ る   

それは・ ・・マラッカ 海峡を航行する 日本のタ 

ンカ一の安全そのものが ， 日本人の生活や ，産 

業 活動に結びつくような 時代に入ったことをふ 

まえての発想であ る． ・・・供給責任を 担う立 

場からも原油の 確保と輸送に 強い関心を持つわ 

けであ る」 ( 山下静一『戦後経営者の 群像』 日 

木 経済新聞社， 1992.pp.130 一 1) と・東南アジ 

アに対する経済協力が 原油の確保と 輸送に関係 

があ ることを理解することは ， 国際開発の促進 

に 際して重要であ る． 

6 昭和 45 年， 経済同友会の CED および 

CEDA との国際共同提言「東南アジア 開発援 

助」 一 南北問題への 国際的挑戦 

経済同友会は ，昭和 43 年春から協力団体であ 

る CED および CEDA とともに「東南アジア 開 

発 援助」についての 共同研究を開始し 2 年数 

か 月後の 45 年 7 月に，これを 三団体の国際共同 
提言として三か 国で同時に発表した． 

この共同提言の 目的は「東南アジア 諸国の経 

済・社会開発に 対し先進諸国がどのような 役 

割を果たし得るかを 明らかにする」ことにあ り   

とくに「援助を 供与する先進国間ならびに 東南 

アジア援助受入れ 国間の双方において ，諸政策 

面で， より効果的な 調整が必要であ る」ことが 

強調された ( 上掲 書 ， p.404). 

「東南アジア」として「提言」が 対象にして 

いるのは， ビルマ，タイ ， ラオス，カンボジア ， 

ベトナム， マレーシア， シンガポール ， インド 

ネシア，およびフィリピンからなる 地域であ る． 

これらの地域は ，外部からの 少なからぬ援助な 

しには， 自立的発展段階に 達することができな 

いという点で 共通している ( 上掲 書 ， p.404). 

それでは， 三 か国経済団体は ， なぜ 三 か国と 

してこの地域の 問題を取り上げたのか． 「提言」 

に ょ れば，「少なくとも 三か国は，その 地理的 

位置・貿易構造および 東南アジアの 平和と繁栄 

に 対する貢献度などを 考えた場合， この地域の 

発展には特別の 責務を負っており ， また， それ 

を自覚することが 必要であ る」からにほかなら 

ない Q 上掲 書 ， p.404). 

ここで「提言」がいう ，開発援助の「基本原 

則」，「理由」，および「基本的態度」は ， 次の 

ようになっている ( 上掲 書 ， pp.404 一 8). 

(1) 開発援助の「基本原則」 
  ， インフラストラクチュア・ 農業・工業な 

どに利用できる 投資資金を増やす． 

二位所得国が 直面している 外貨不足を緩和 

する必要があ る． 

二 政府ならびに 民間資金の流入には 技術 援 
助 の伴 う ことが望ましい ( 資金効率 ). 

二 援助供与国と 受入れ国との 間に共通の利 
害関係が確立されること． 

(2) 開発援助の「理由」 = 開発援助の理念 

一方に人道主義 ( 強くて豊かな 者は ， 弱い 

者 ・貧しい者に 責任があ る ) があ り，他方に経 

済的利己心があ る・健全な経済開発は ，生産の 

増大と効率化，供給資源の 増大，市場の 拡大な 
どをもたらすから ，発展途上国だけでなく 他の 
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諸国の福祉をも 増進する． 生活水準・教育・ 価 

値の向上に向かっている 世界は，不平等と 無知 

のあ る世界よりも 安定すると信じられている． 

(3) 開発援助の「基本的態度」 

コ 重要なのは，発展途上国の 利益を重視す 
る 態度であ る．供給国の 利益は，途上国の 開発 

利益そのものから 得られるところに 待っべきで 

あ る． 

Ⅰ先進国は，途上国が 強靭な国民国家を 形 

成し また自立 - 酌国民経済を 確立できるような 

援助を，多方面にわたって 供与すべきであ る． 

  ， 先進諸国は， とくに「第二次開発の 十 

年」においては ，東南アジアに 対する自国諸資 

源の流人増大を 目的とすべきであ る． 

ニ そのために，東南アジア 諸国も先進国も ， 
この地域への 生産ならびに 販売施設に対する 直 

接民間投資の 流人を促進すべきであ る． 

Ⅰ 先進国は， 東南アジア諸国の 工業製品・ 

一次産品の輸入に 対する障壁を 引下げていかな 

ければならない． 

二 開発援助努力の 計画・実行の 段階におい 
て，調整・総合のメカニズムの 拡大強化が必要 

であ る． 

昭和 45 年のこの「国際共同提言」は ，東南 ア 

、 ジア諸国の経済・ 社会開発に対し 先進諸国が 

どのような役割を 果たし得るかを 明らかにする 

ものであ り， まさに「国際開発」に 対する先進 

三 か国の役割とその 調整の必要性について 提言 

している・ とくに， 三 か国経済団体は ， その地 

理的位置・貿易構造および 東南アジアの 平和と 

繁栄に対する 貢献度などを 考えた場合， この 地 

域の発展には 特別の責務を 負っている， とその 

責務が強調されていることに 注目したい・ また， 

開発援助の「基本原則」 と「基本的態度」で ， 

開発援助の中核となる 内容が示されており ， さ 

らに開発援助の「理由」 ( 理念 ) として，健全 

な 経済開発が，生産の 増大と効率化，供給資源 

の増大，市場の 拡大などをもたらすから ，発展 

途上国だけでなく 他の諸国の福祉をも 増進する 

こと， また生活水準・ 教育・価値の 向上に向か 

  り
と
 

よ
こ
 

弄
 
る
 

世
い
 

る
て
 

あ
べ
 

の
述
 

 
 と
い
 

 
 下
 
ら
あ
 

じ
で
 

は
 
信
哉
 

界
 
と
見
 

仕
 
る
な
 

る
す
 要
 

 
 っ
 も
は
 

7 昭和 45 年，経済同友会の 年頭見解「社会 

開発と国際化の 10 年 」 

第 Ⅱ節で述べたように ，昭和 45 年 1 月 16 日の 

幹事会で， 年頭見解「社会開発と 国際化の 10 

年」を採択，発表した． 

8  昭和 46 年， CKW の『企業の社会的責任』 

第 Ⅱ節で紹介した よう に， 1971 年にアメリ ヵ 

経済開発委員会が ，社会的責任としての 社会開 

発について，優れた 見解を表明している．経済 

開発委員会 (CED) 著 ，経済同友会編訳、 『企業の 

社会的責任』鹿島出版会， 昭和 47 年． 原文 A 

Statement  on  National PolicY  bY  the  Resea,ch 

and  Policy  CommMee  of  the  Com ㎡ ttee  fo, 

Ecomo ㎡ c  DeVel0pment,  So 。 iaZ  R 。 ， pon,i&iZi ひ 

o Ⅰ Ru.si れ ㏄ s COo ゆ n 屋 ffo れ ， June, 1971   

9  昭和 49 年，経済同友会と CED との日米共 

同見解「新しい 国際経済秩序を 求めて」 

経済同友会は ， 昭和 49 年 6 月， CED との共 

同研究の成果であ る「新しい国際経済秩序を 求 

めて一日米共同見解」を ， 日米両国で同時発表 

した． 

「共同見解」は ， いわば「世界の 中の日米関 

係」を大双提とし 「日米間の諸問題は ， 日・ 

米・欧三大パートナ 一の責任分担に 基づく新し 

い 国際経済システムという ， より広い枠組みの 

中でのみ解決することができる」と 新しい問題 

解決の国際経済システムに 言及している． 

「共同見解」は ， 「新しい国際経済システム」 

を 考えるにあ たって，世界経済の「歴史白 9 転 

換」の事実を 次のように捉えている ( 上掲 書 ， 

pp.690 一 7). 

Ⅰ冷戦構造が 崩壊し より複雑な性格の 経 

済白 9 . 政治的協力関係に 置き換えられつつあ る   

Ⅰ世界は，通貨・ 貿易・投資・ 援助等の国 
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際 経済関係において ，新しい秩序を 模索するに 

至っている． 

コ合理的な国際分業を 達成し得る新しい 国 

際経済秩序を 築くに当たっては ，発展途上国が 

要求している 特別な地位に ， 高い優先順位が 与 

えられるべきであ る． 

二 新しい多国籍企業の 絶えざる登場は ，世 

界 経済に新しい 力を作り出しており ，その世界 

的ネットワークを 目指す世界戦略は ， 財 ・資金 

の 流れに重大な 影響を及ぼすものであ る． 

「共同見解」は ， このような世界経済の「歴 

史的転換」に 対処するために ， 「新しい国際経 

済システム」の「基本的原則」を 次のように 設 

定 した ( 上掲 書 ， pp.697 一 703). 

二国際的取り 引きにおいて ，無差別と最大 

限の自由を長期的に 保証するシステムを 追求し 

なければならない． 

弓 そのための暫定的な 調整手段を導入し 

これは，各国国内の 経済社会の均衡あ る発展， 

産業調整の円滑な 推進などに資するものでなけ 

ればならない． 

二国際貿易・ 投資の自由化は ， 自国の問題 

を 他国の犠牲において 解決するようなやり 方を， 

回避しなければならない． 

二 経済成長の目的は ，国民産出高の 増大に 

あ るとされるが ， もっと広く，社会的矛盾の 解 

決 ，消費者福祉の 増大，環境改善，エネルギー 

やその他の希少資源の 有効利用など ，適切な市 

場外目標を含めるものとして ，捉えなければな 

らない． 

この ょう に，昭和 49 年の「日米共同見解」は ， 

「新しい国際経済システム」を 求めたものであ 

り， まず世界経済の「歴史的転換」の 事実とし 

て，冷戦構造の 崩壊，通貨・ 貿易・投資・ 援助 

等の新しい秩序の 模索，発展途上国の 地位への 

高い優先順位付与，多国籍企業の 世界的ネット 

ワークの重要性に 着目している ， そして， 「新 

しい国際経済システム」の「基本的原則」とし 

て，国際的取り 引きにおける 無差別と自由， 各 
国国内における 経済社会の均衡あ る発展のため 

の 調整手段の導入，犠牲のない 国際貿易と投資 

の自由化，経済成長目的の 拡大 ( 国民産出高の 

増大，社会的矛盾の 解決，消費者福祉の 増大， 

環境改善，エネルギーやその 他の希少資源の 有 

効利用 ) などを掲げている． これらの「新しい 

国際経済システム」の 模索は，国際システム 開 

発とも呼ぶべきもので ， 国際的に広範囲に 亘る 

内容であ る． 

10  昭和 50 年，経済同友会を 含む日・米・ 欧 

協力 7 団体の共同提言「高価格エネルギーと 国 

民経済」 一 多面的国際協力の 勧告 

昭和 48 年 10 月に「石油危機」が 生起し経済 
に深刻な影響を 及ぼしたが， その前後 2,3 年間 

における経済同友会とその 協力団体の活動の 実 

態は，エネルギー 問題の国際的究明というもの 

であ った． 経済同友会を 含む日・米・ 欧協力 7 

団体は， 昭和 50 年 9 月， 「高価格エネルギー と 

国民経済」と 題する「共同提言」を 同時発表し 

た   

この「共同提言」は ，「序論」で 多面的な国 

際協力の必要性を 強調して，次のように 記して 

いる． 「すでに石油輸入国間では 国際的に大き 

な 反響が起こっており ， また石油輸出国と 石油 

輸入国の間には 建設的な協力の 余地が十分にあ 

る．輸入国は 妥当な価格による 安定した石油供 

給を必要としている ， 一方輸出国は 経済発展を 

熱望しており ， これは工業国の 技術援助を受け 

て初めて達成できる 目標であ る． そして石油輸 

出国と工業国はともに ，健全で成長する 世界経 

済を必要としており ， そのためには 非産油発展 

途上国に対する 援助が必要となる． しかし 最 

も 楽観的な見方をしても ，世界経済の 厳しい緊 

張状態は続くものと 思われる・ その緊張は，発 

展途上国において 特に強く感じられよう」 ( 上 

掲 書 ， p.717) と・提言は，世界経済の 厳しい 

緊張状態が ， 特に発展途上国において 強く感じ 

られることを 指摘している． 

この「共同提言」は ， さらに「国際的エネル 

ギー危機の原因と 影響」を分析した 後，次のよ 
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うに「国内経済への 影響」， 「国際金融問題」， 

「発展途上国の 状況」，「国際通商政策」，および 

「工業国間の 協力」について 勧告を行っている． 

(h 掲書 ， p.718 一 21). 

(1) 国内経済への 影響 

Ⅰ石油輸入国政府は ， エネルギー問題が 内 

蔵 している規模と 意味， 自制の必要性を 国民に 

理解させることであ る． 

Ⅰ OECD ( 経済協力開発機構 ) 諸国の政府 

は ，石油価格上昇による 国民経済の深刻化と 停 

滞を回復することが 課題であ る． 

(2) 国際金融問題 

Ⅰ OECD 諸国の国際収支調整の 具体的方法 
として，石油赤字を 民間および公的な 資本流入 

によって補填する 2 3 勧告する． 

二 経済的に強 い OECD 諸国は， OPEC @ 
油 輸出国機構 ) 諸国と協力して 新たな合同基金 

を設立し援助を 要する諸国に 融資する取決め 

な 行なうよう勧告する． 

二 OPEC 諸国が，市場条件の 変化のために ， 

かえって不利益を 被ることなく 投資できるよう 

に， O)PEC 諸国に対して 特別条項付きの 政府証 

券を発行することも 正当化される． 

Ⅰ諸国間の調和あ る為替政策の 採用を促す 

ために，通貨フロートの 管理に関する 効果的な 

ガイドラインを 作成するよう 努力することが 重 

要であ る． 

(3) 発展途上国の 状況 

Ⅰ世界銀行は ， OECD 諸国の資本市場にお 

いて，石油収入を 間接的に導入することができ 

る よう になることを 勧告する． 

Ⅰ利子補給の 手法を用いれば ，世界銀行も   

長期ローンを 供与する「第姉の 窓口」を設ける 

ことができる． 

(4) 国際通商政策 

@  国際収支調整を 要する国に対しては ， 適 

切 な手段を採れるように ， GATT, IMF の規 

定を改訂すべきであ る， 

    インデクセーション ( 石油価格を製造工 

業 品に リンクさせるシステム ) を，石油価格 決 

定の原理とは 考えない． 

(5) 工業国間の協力 

Ⅰ IRA  @ 際 エネルギ一機関 ) 加盟国間の 
石油備蓄・融通計画を 歓迎する． 

二 lEA き士画を効果あ るものにするためには ， 
各国は最新情報に 基づく節約・ 燃料配分計画を 

常備しなければならない． 

二 OECD 諸国は， 自国の石油の 消費・輸入 
を抑制する，総合的な 国内エネルギ 一節約計画 

を 策定すべきであ る． 

Ⅰ IEA が ， ェ ネルギ一節約のための 技術お 

よび経済政策に 関する国際情報交換システムを 

確立すべきであ る． 

    コストの高い 新しいエネルギー 源に投資 

する者に対しては ，国内措置に よ る保証が必要 

であ る． 

石油危機に対する 昭和 5@W 年の「共同提言」は ， 

この ょう に①石油輸入国政府の 国民へ理解させ 

る 努力， OECD 諸国の国民経済の 停滞からの回 

復という「国内経済への 影響」についての 勧告， 

② OECD 諸国の国際収支調整の 方法 ( 石油赤字 

の民間・公的な 資本流人に よ る補填 ), 新たな 

合同基金の設立などという「国際金融問題」に 

ついての観行，③世界銀行の 資本市場での 石油 

収入の連火，世界銀行の 長期ローン供与という 

「発展途上国の 状況」に関する 勧告，④ GATT, 

「 MF 規定の改訂， インデクセーション 石油価 

幣原理の否定という 「国際通商政策」について 

の勧告， そして⑤ TEA 加盟国間の石油備蓄・ 融 

通計画， 各国の節約・ 燃料配分計画などという 

「工業国間の 協力」についての 勧告， をそれぞ 

れ 行っている． 

これらの勧告は ， まさに石油危機・エネル 

ギー危機に対する 世界全体の国際戦略を 構築す 

るものであ 。 ), 各国の施策についての 世界的シ 

ステムと世界的ネットワークの 形成を勧告した 

ものであ る． この「共同提言」は 国際的エネル 

ギー危機という 環境変化に対して ，一国だけで 

は対応し切れないことを 意味するものであ り， 

世界全体をカバーする 国際システム 開発の必要 
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性を痛感させるものであ る． 

W  日米経済関係の 強化 一 経済同友会・ CED 

共同声明 

1 平成元年，経済同友会・ CED 共同声明 

「日米経済関係の 強化 : 公的部門・民間部門の 

ためのアクション・プロバラム」 

平成元 (1989) 年 11 月， 経済同友会は ， 

CRD との共同声明「日米経済関係の 強化 : 公 

的部門・民間部門のためのアクション・プロバ 

ラム」を発表したので ， これを紹介したい・ 

発表当時の米国と 日本の経済と 貿易の推移を 

概観してみよう． この「共同声明」によると ， 

まず米国においては ，財政赤字と 貿易赤字が高 

水準のままと レ ) う 不確定な基盤のもとで ，経済 

拡大が続いていた．貿易赤字は 改善を示したも 

のの，その改善のスピードは 鈍化してしまい ， 

対外赤字が続いたため ，米国は世界最大の 債務 

国となっていた．他方日本では ，内需重視型経 

済成長が実現しており ， 日本の輸入は 高い伸び 

を示していた． また，円高に 対応して海外生産 

比率 ( 米国を中心に ) と海外直接投資を 増加さ 

せたが， 日本の輸出は 再び増加に転じている・ 

国内物価が高水準に 止まっていたため ，実質生 

活水準の向上は 十分に実現できないでいた． 

このような経済の 動きに応じて ， 日米貿易の 

推移はおのずと 次のようになっていた・ 同 「共 

同声明」によると ，円高が日米間の 貿易収支に 

与えた影響は ，当初期待されたより 小さなもの 

に止まり， 日本の輸出競争力は 余り低下せず ， 

米国の輸出競争力もあ まり上昇しなかった・ 円 

高分の日本製品のドル 建て価格への 浸透は不十 

分であ ったし ( 業者の利幅縮小による ), 同時 

に米国の輸入制限と 相手国の輸出自主規制が 米 

国の国内価格を 引き上げる よう に作用したため 

であ る ( 参照，上掲共同声明， pp.26 一 8. 経済 

同友会， CED の各見解「日米貿易新時代に 向 

けて」 1985,10 ・経済同友会および CED の共同声 

明「正俳場を 迎える日米貿易関係」 1987,10). 

さて， こういった日米の 経済と貿易の 推移の 

もと，平成元 (1989) 年 11 月，経済同友会は ， 

CED との共同声明「日米経済関係の 強化 : 公 

的部門・民間部門のためのアクション・プロバ 

ラム」を発表した． この「共同声明」の「はじ 

めに」では，そのねらいとして ，貿易問題はと 

もすれば敵対自りな 議論になりやすいが ， 「日米 

両国はその ょう な後向きの議論への 傾斜を避け， 

それぞれの国際的責務を 自覚しっ っ ，建設的か 

っ 市場開放を目指す 措置を採る よう 努力する必 

要があ る」 ( 上掲共同声明， p.l.) と ，貿易問題 

に対して建設的な 措置を採る よう 求めている． 

そして， 日米両国が，それぞれ 適切な調整を 

行うべきことを 強調し両国の 貿易不均衡を 縮 
小するために ，民間部門と 公的部門が採るべき 

政策を提案したのであ る． これが，公的部門・ 

民間部門のためのアクション・プロバラムにほ 

かならない． 

2  共同声明「日米経済関係の 強化」の政策 

ま " 正日 壬 

共同声明「日米経済関係の 強化」の政策提言 

は ， (1) 米国の民間部門のできること ， (2) 日 

本の民間部門のできること ， (3) 米国の公的部 

門の採るべき 行動， および (4) 日本の公的部 

門の採るべき 行動という， 4 つのアクション・ 

プロバラムから 構成されている． これらのそれ 

ぞれについて 解説することはできないが ，簡単 

に項目の列挙をしておきたい． 

(1) 米国の民間部門のできること a 米国企業に よ る " 輸出 プ シ のため 

の 提案一づ日本市場に 合わせた商品化と 長期 

目 り コミットメント ，②日本企業との 協力 ( 実態 

把握について ), ③日本への輸出促進ミッショ 
ンの派遣． 

b  米国の輸出競争力の 強化 --- ①長期輸出 

戦略の実行，②近代化と 輸出のための 投資拡大， 

③ R&D 投資と研究の 商業分野への 応用，④教 

育への投資 ( 上掲共同声明， pp.4 一 7). 

(2) 日本の民間部門のできること 
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a  " 輸入プル " 行動の提案   ①海外サプ 
ライヤーからの 調達の拡大，②日本貿易 会 等に 

よ る輸入拡大，③輸入促進ミッシ ，ンによ る輸 

入拡大，④その 他の輸入拡大努力，⑤在米日本 
企業による現地調達の 拡大． 

b  日本の流通システム・ 取引慣行の再検討 

c  海外直接投資の 持続的拡大 ( 上掲共同声 

明， PP.8 一 12). 

(3) 米国の公的部門の 採るべき行動 

" 財政赤字の削減 

b  貯蓄促進政策 

c 新通商法の運用 

d 米国から見た 日本の対米直接投資 ( 投資 

への規制は望ましくない ) ( 上掲共同声明， 

pp.13 一 16). 

(4) 日本の公的部門の 採るべき行動 

a  内需の持続的拡大と 生活の豊かさの 実現 

b  市場開放のための 規制緩和   ①内外術 
格差の解消，②流通システムの 改革，③覚国生 - 

産 者への市場アクセスの 拡大 ( 上掲共同声明， 

pp.17 一 19). 

3 共同声明の「日米共同で 取り組むべき 課 

題 」と「おわりに」 

共同声明の「日米共同で 取り組むべき 課題」 

として， a  国際経済問題での 相互協力， b 

自由貿易体制の 強化， および c 第三世界の累 

積 債務問題の解決について ，それぞれ課題を 提 

示している ( 上掲共同声明， pp.20 一 23)   
共同声明の「おわりに」において ， この共同 

声明の意図を 再確認することができる わ す な 
ち ， 日米貿易不均衡を 縮小する動きが 行き詰ま 

った感のあ るときは，往々にして 保護主義的な 

動きへ進むものであ るが， この共同声明「日米 

経済関係の強化」に 見られるような・ 民間部門 

の迅速な行動は ，両国間の対外不均衡の 是正 だ 

けでなく，世界の 健全な貿易システムの 維持に 

とっても重要であ る ( 上掲共同声明， p.23). 

そして， この「共同声明」は ，全曲 0 部門および 

民間部門のアクション ，プロバラムの 重要性を 

次のように評価している ， 「こうした民間およ 

び公的部門のイニシ ァ ティブは， 日米両国の企 

業と消費者の 利益になるものと 考える・ こうし 

た行動の結果は ，いずれも経済不均衡の 是正や 

構造調整の実現となって 現れてくる・ またその 

結果として， 日米のみならず ，貿易を通じてよ 

り広い世界に ，経済成長・ 繁栄・調和の 新しい 

時代をもたらすことにもつながる」 U 上掲共同 

声明， p.23) のであ る・ 

この平成元年の 共同声明「日米経済関係の 強 

化」に盛られている 民間および公的部門の イニ 

、 ンァ ティブは， 日米両国の企業と 消費者の利益 

になり，経済不均衡の 是正や構造調整の 実現 と 

なり， さらに日米や 世界に経済成長・ 繁栄・ - 調 

和の新しい時代をもたらすことにもつながると 

いう声明の吉 葉は ，民間および 公的部門の イニ 

、 ンァ ティブの重要性と 広い意味での 国際開発の 

必要性を痛感させるものであ る．未開発地域の 

開発や発展途上国の 開発と同様に ，「共同声明」 

に描かれている 流通システムや 取引慣行の再検 

討，相手国に 合わせた商品化といったことは ， 

広い意味では 開発し切れていない 領域の開発で 

あ り， これを改善することは 広く国際開発に 繋 

がるであ ろう．従って ，公的部門および 民間部 

門のアクション・プロバラムは ， まさに広い意 

味の開発行為と 理解することができるのであ る   

これは， いわば国際システム 開発であ り，発展 

途上国との関係に 限ることなく ， 開発された 目 

同志の間で絶えず 国際システム 開発が必要とさ 

れるものと考えられる． 一国のみの利益追求は 

やがて行き詰まるものであ り， 自国の利益を 損 

なれない範囲で 互恵に基づく 国際開発の理念と 

方法が ， 互いの利益を 拡大するものと 思われる   

個別企業に，企業内開発と 企業 外 開発があ るよ 

うに， 国 単位で見ても ，他国の開発だけでなく   

自国の存続のために 自国を自ら開発 ( 社会経済 

のシステム・ 仕組みを改革 ) すべき側面が ， 

多々あ るとかえる・ 
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V  国際開発理念の 今後の展開 

1 個別会社の国際開発の 理念 

は ) 豊かさを創造する 国際総合企業 

さて目を転じて ，個別会社の 国際開発の理念 

ほ ついて見ることにしょう．個別会社がこの 国 

際開発の理念について 直接言及しているケ イス 

はあ まり見られないが ，一つの例として 伊藤忠、 

商事 ( 株 ) は， この理念を全体像として 明らか 

にしているものと 思われる． さて， 同社発行の 

書物に よ ると，総合商社の 海外活動ないし 国際 

活動で最も重視されるのは ，「開発」であ る・ 

ここで「開発」とは ， 「新規の商財を 発掘し 

それを具体的なビジネスに 育て上げ，会社の 収 

益 にしていくことであ る」．総合商社は ，商品 

の輸出入に加え ，海外のネットワークが 捕捉す 

る多種多様な 商 財 をその総合力によって 大きな 

ビジネスに育て 上げることができるのであ る 

( 伊藤忠商事 ( 株 ) 調査部 編 『日本の総合商社山 

東洋経済新報社， 1992,p. 149, 150). 

回書に よ ると，海外には「いろいろな 商品や， 

技術， ノウハウなどのビジネス ，シーズがあ り， 

また一方で天然資源の 開発や，雇用創出・ 輸出 

産業育成のための 工場建設，空港・ 港湾・鉄 

道・道路などのインフラ 整備など大きなビジネ 

ス・ニーズがあ る」．商社マンは ， このシーズ 

と ニーズをうまくっなぎ 合わせることに よ り ， 

新しい取引を 創り出し またこの「開発」活動 

が，諸外国の 経済活動に大きく 寄与し ひいて 

は国際社会の 平和と安定の 維持にも貢献してい 

ることになる ( 上掲 書 ， p.150). この ょう に見 

ると，商社活動は ， まさに国際開発活動であ り   

国際貢献活動であ るといい うる ． 

1992 年 10 月 1 日の新聞紙上で ，伊藤忠は「国 

際総合企業へ 一新企業理念と 新シンボルで 二十 

一世紀へ」という 声明を発表している． この声 

明によると，「伊藤忠商事は ， 新しい企業理念 

として『豊かさを 担う責任』 (ITOCHUCOM- 

MITTEDTOTHE GLOBALGOOD) を掲げ， 

二十一世紀のト 一 タルな 豊かさを創造する 国際 

総合企業を目指し ， 新しい第一歩を 踏み出しま 

した」と・ また，「これまでの 総合商社という 

概念では語りきれなくなった ，伊藤忠商事のス 

ケールの大きな 活動領域を改めてとらえ 直し 

次 世紀へ向けて 様々な提案をおこなっていこう 

とするものです」と 記されている・ 伊藤忠は， 

自己を国際総合企業と 性格づけ， ト一タル な 豊 

かさを創造する 社会責任との 関係で，企業の 存 

在意義を明らかにしたのであ る． ここでは， 豊 

かさを担う国際開発企業という 姿を描いている 

のであ る． 

(2) 豊かさとべネフィットの 概念 

ここで，豊かさとはどの 様なことを意味する 

のであ ろうか． 同じく声明によると ，「伊藤忠 

商事の目指す『豊かさ』 とは『経済的ベネフィ 

ッⅡ『社会的ベネフィッⅡ『人間的ベネフィ 

ット』， この三つを同時にバランスよく 満たす 

こと， さらに地球的・ 宇宙的規模の『豊かさ ] 

へと結びつけていくことで ，単なる利潤追求に 

とどまることのない 企業活動を志向します」と ， 

地球的・宇宙的規模の 経済的，社会的，そして 

人間的ベネフィットを 含むものとして ， 「豊か 

さ 」の定義がしてあ る． 

伊藤忠、 の新企業理念は ， 長期経営計画 

「 GLOBAL g3 」の柱の 一 っとして検討してき 

たもので，全世界の 伊藤忠社員が 参加しアン 

ケートに応えた 人数は 5,000 人にのぼるという・ 

その意見を最終的に 分析した結果， 出てきた方 

向が三つあ る．それは，①企業としての 大前提 

は利益であ るということが 再確認、 された・②社 

会との調和，貢献というコーポレート・シチズ 

ンシップについての 概念 ( たとえば地球環境問 

題 ) が重要な柱であ る，そして，③個人の 生き 

がいの問題が 重要であ る ( 社会人としての 個人， 

企業人としての 個人，家庭火としての 個人， そ 

の 調和 ), すなわち，経済的利益，社会的利益， 

人間的利益の「姉つの 利益を鼎立」させながら ， 

ビジネスを推進して い く必要があ るのではない 

か， という考え方であ る・ 日本語でい う 「豊か 

さを担 う 責任」の表現は ，端白りにこの「鼎立の 
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概念」を言い 表した言葉であ る， としている 

( 伊藤忠商事 ( 株 ), 上掲 書 ， p.159). 
ここでいうベネフィットは ， 単なる利益では 

ない． この声明によると ，「この変革にともな 

い ，企業として 追求する「利益」についても ， 

新たな指針を 設定している・ 経済的な量的価値 

を意味する「プロフィット」を 超え，質的，精 

神的な価値をも 加えた「ベネフィット」の 追求 

へと移行することとしました」 ㎝朝日新聞』 

1992 年 1(U 月 1 日 ) とあ り，ベネフィットは ，量 

的な意味の利益を 超えた，質的，精神的な 価値 
をも加えたものであ ると理解できる・ この ょう 

な価値を積極的に 追求する姿勢がみられ ， この 

ベネフィットの 追求からは， 長期的で無形の 

「社会関連利益」 ( 啓発された自己利益 ) が， さ 

らには「社会開発利益」が 企業にもたらされる 

ものと考えられる． 

とくに，豊かさを 担う国際開発企業という 姿 

を イメージできる 以上，「ベネフィ ，ト 」の追 

求は，国際的規模で 行われるであ ろうし この 

とき「国際開発利益」といったものも 得ること 

ができよう． 

2  グローバル企業の 経営社会政策一発生的 

環境と制度的環境の 下での 一 

伊藤忠、 に限らず，わが 国には多くのグローバ 

ル企業があ り， これらの企業が 社会開発を心掛 

けるならば・ この経営社会政策が 国を越えてい 

るという意味で 国際開発活動になると 考えられ 

る． グローバル企業は 進出先の国の 社会経済構 

造に影響するが ，他方外国政府や 政府間関係は 

グローバル企業に 影響を及ぼし また外国の社 

会経済的環境がバローバル 企業の業務にインパ 

クトを与えている． さらに， グローバル企業の 

母国の一般大衆が ，他国における 海外子会社の 

業務に影響を 与えている・ この意味で， グロー 

バル企業は，国際環境システムの 中に組み込ま 

れているといって 良いであ ろう． とくに，環境 

の中でも「社会インフラ 問題」は重要であ り， 

①国と国との 文化の違い ， ②社会的間接費負担 

( 社会インフラ・コストを 公的部門・民間部門， 

外国・国内のいずれが 負担するか ), ③大衆の 

受入れぬ問題，そして④教育間接費負担の 問題 

が， 重要であ る (W.C. Frederick, K. DaVis 。 

J.E. Post, B",i,, 。 ， s ",,d So,i" り ， : Cbrpor は化 

Sfmf, ぽ v, P,,&Zic PoZi 。 ノ ， EfM の， McG,aw-H Ⅲ， 

1988,pp.452 一 7). 

ここで， グローバル企業の 経営環境を発生的 

環境と制度的環境とに 区分しておきたい ，会社 

が 国際開発の問題に 対処するさいに ， この区分 

が役立つ． まず，発生的環境は 経営戦略の対象 

となるもので ，最近生起しあ るいは変化してい 

る国内および 国外の環境要因をいう． これに 対 

して，制度的環境は ，上ヒ較 経営の場合の 対象と 

なるもので，各国における 制度，機構，思考な 

ど一定期間において 固定的で基本的な 環境要因 

を指す． 

わが国企業の 国際業務が最近強く 影響を受け 

ている国内および 国外の発生的環境要因は。 為 

替レートの変動，覚国の 輸入制限措置，覚国の 

治安・戦争・ 政変，外国の 経済政策・経済計画 

の変動，外国の 市場規模の変化などであ る・ 

他方，海外の 国全体について ，国の制度，機 

構，思考などの 制度的環境が ，経営にどのよう 

な影響を及ぼすかを 見るために，環境を 次のよ 

うに分割しておきた い ， 

① 教育的文化要因 ( 専門技術教育，高等教 

育 ，教育と企業要請との 符号，読み書きの 水準， 

教育に対する 社会の態度Ⅰ，② 社会学的文化 

要因 ( 達成についての 社会の見解と 評価，科学 

的方法に関する 社会の見解と 評価， エリートバ 

ループとしての 経営者に関する 社会の見解と 評 

価，富についての 社会の見解と 評価， 冒 険・危 

険についての 社会の見解と 評価，階級間の 流動 

ィ 、 句 ，③ 政治・法的要因 ( 企業に関する 適切 

な 法的規制，政治的安定性，法律運用の 弾力性 

と法的変更，政治体制・ 政党，外務政策，防衛 
政策 ), ④ 経済要因 ( 経済的安定性，市場規 

模，経済体制，資源供給事情，組織間協力， 財 

政 政策，資本市場の 整備。 社会間接資本，中央 
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銀行制度 ). 
これらの要因が ， マーケティンバ ，生産， 人 

事，財務，および 管理という経営職能にどのよ 

うなインパクトを 与えるかを調査し さらに 経 

営 全体に対するインパクトを 評点としてまとめ 

ることが重要であ る ( 奥村恵一「経営の 国際化 

について」， 日本経営学会編『産業技術の 新展 

開と経営管理の 課題』千倉書房， 昭和 58 年， 

p.266). 
とくに，国の 制度，機構，思考などの 制度 自り 

環境を海外の 国別に評価する「 上ヒ較 管理マトリ 

ックス」は注目すべきであ る． 環境を上記のご 

とく教育的文化要因，社会学白 9 文化要因， 政 

治 ・法的要因， および経済要因に 区分すること 

は，国の比較優位の 要素 ( 資源要素条件，需要 

条件，関連・ 支援産業，および 企業の戦略・ 構 

造・ライバル 間意字 一 ポータ一 ) を頭に入れな 
がら， これらの要因を 国際開発の社会構造基盤 

と 見なすことでもあ る． これらの社会構造基盤 

を能率指数 (GNP など ) に関連づけるならば ， 

国際開発の必要度を 国別に測定することにも 繋 

がるものであ る ( 奥村恵一「経営の 環境と管理 

効率」『横浜経営研究』第 1 巻第 2 号，昭和 55 

年 12 月， p.113). 

とくに，経済開発と 社会開発の水準として ， 

国民所得，エネルギー 消費量，乳児死亡率， お 

よび就学率を 国ごとに比較した 研究が見られる 

が ， これらの要因の 指数に よ る，各国の経済社 

全開発パター ン 0 分析は，社会開発塵 ( 段階 ) 

を示し 国際開発の度合 いと 方向づけを指摘す 

るものとして ，注目すべきであ る ( 国際連合経 

済 社会同 編 ，厚生省大臣官房企画室 訳 『世界の 

経済開発と社会開発』原書房， 昭和 39 年， 

pp.122 一 150). 

3 個別会社の国際開発理念と 経済団体の国 

際開発理念 

(1) 経済同友会と CED との経営理俳 

個別会社は，それ 独自の利益の 立場から見れ 

ば， 国際開発について 戦略的な対応になること 

は 否めない・ しかし経営の 国際化が企業利益 

にとって必須であ り，本質的なものであ るとい 

う各会社の理解と 認識の度合いが ，社会開発を 

含む国際開発への 態度を決定するものと 考えら 

れる． 

その意味で，進歩的な 経済団体であ る経済同 

友会と米国経済開発委員会に よ る経営理俳の 公 

表は，各会社の 経営理俳をリードするものとし 

て 評価することができる   すでに，詳述したと 

ころであ るから， これらの理念について 要約し 

て コメントすることにしたい   

昭和 36 年，経済同友会の 総会では， CED が 

「地域開発に 関する勧告」を 行った．地域開発 

を民間べ ー スで経済と効率を 中心に行 う という 

基本的考えは ，地域開発に 関する国際間の 勧告 

であ り， まさに国際開発についての 勧告と呼ぶ 

に相応しい． 

昭和 38 年， 経済同友会と CED の共同提案 

「世界経済における 日本」において ，発展途上 

国開発における 日本の役割の 問題が討議されて 

いたこと， そして一国の 狭い経済的利害の 立場 

ではなく， より広い国際経済政策の 基本原則が 

樹立されていたことは ，注目すべきであ る． 

昭和 40 年，経済同友会は ， CED および ィム ・ 

西独・ 伊三 か国提携団体 ( 計 5 か国 ) との共同 

声明「東西貿易一西側諸国の 共通政策」を 発表 

した．利益の 異なる西側諸国の 共通政策を盛 込 

み ，制限つきの 貿易拡大を方向づけることによ 

って，西側が 貿易による利益の 正当な分け前を 

得る反面，東西貿易については 単に市場性だけ 

でなく，国際収支の 改善，平和共存の 目的が強 

調されていることは ， 国際関係のもつ 互恵の精 

神から評価できよう・ また，昭和 40 年， 日・ 

米・欧 7 か 国の共同研究「南北問題」の 合同会 

議は，不調に 終わったとはいえ ，わが国につい 

て，国際開発に 関する一貫した 基本方針の欠如 

と ， 自国の立場を 説得力を持って 訴えるような 

専門家の不十分さを 痛感させたものであ る． 

昭和 41 年，経済同友会は ， CEDA ( 豪州経済 

開発委員会 ) との共同研究成果をもり 込んだ 提 

            



社会開発と国際開発の 経営理俳 ( 奥村 恵 Ⅰ (243)  43 

吉 「東南アジア 経済開発に関する 勧告」を発表 

した・ この勧告は， 「国際開発援助」という 概 

念を明確にし 東南アジアの 経済開発に協力す 

べきこと，援助の 理念と方法を 適切に勧告して 

いる・ また，採算べ ー スにのりにくい 領域にっ 

い て，先進国の 政府借款や国際機関の 援助の増 

額にまっところが 多 い 社会開発に言及している   

また開発途上国の 工業化の出発点，経済開発を 

効果的に進めるための 民間企業の発展などに っ 

いて勧告しており ， まさに時代を 先取りし個 
別企業活動の 枠組みを示す 経済団体としての 経 

営理俳たるに 相応しい． なお，東南 アシア に対 

する経済協力が 原油の確保と 輸送に関係があ る 

ことを理解することも ，国際開発の 促進に際し 

て重要であ る． 

昭利 45 年， 経済同友会は ， CED および 
CRDA との国際共同提言「東南アジア 開発援 

助」を公表した・ これは， 「国際開発」に 対す 

る 先進 三 か国の役割とその 調整の必要性 - に つい 

て提言し とくに三か国経済団体は ，この地域 

の 発展には特別の 責務を負っているとその 責務 

を 強調していることが 注目される， さらに開発 

援助の「理由」 ( 理念 ) として，健全な 経済開 

発が ，生産の増大と 効率化，供給資源の 増大， 

市場の拡大などをもたらすから ，発展途上国だ 

けでなく他の 諸国の福祉をも 増進すること ， ま 

た生活水準・ 教育・価値の 向上に向かっている 

世界は，不平等と 無知のあ る世界よりも 安定す 

ると信じられていることを 掲げて，理俳と 価値 

選択の重要性を 明らかにしている． 

昭和 49 年，経済同友会は ， CED との日米共 

同見解「新しい 国際経済秩序を 求めて」を発表 

した・ これは， 「新しい国際経済システム」の 

「基本的原則」として ，国際的取り 引きにおけ 

る無差別と自由，経済成長目的の 拡大 ( 国民産 

出高の増大，社会的矛盾の 解決，消費者福祉の 

増大，環境改善，エネルギーやその 他の希少 資 

源の有効利用 ) などを掲げている． これらの 

「新しい国際経済システム」の 模索は， システ 

ム開発とも呼ぶべきもので ， 国際的に広範囲に 

  亘る システムを指している． 

昭和 50 年，経済同友会は ， これを含む日・ 

米・欧協力 7 団体の共同提言「高価格エネル 

ギーと国民経済」を 発表した． この「共同提 

言」は ， ①石油輸入国政府の 国民へ理解させる 

努力などの「国内経済への 影響」についての 勧 

告，② UECD 諸国の国際収支調整の 方法 ( 石油 

赤字の民間・ 公的な資本流人による 補填 ) など 

の「国際金融問題」についての 勧告，③世界銀， 

行の長期ローン 供与などの「発展途上国の 状 

況」に関する 勧告，④ GATT, IMF 規定の改 

訂， インデクセーション 石油価格原理の 否定な 

どの「国際通商政策」についての 勧告，そして 

⑤ IEA 加盟国間の石油備蓄・ 融通計画，各国の 

節約・燃料配分計画などの「工業国間の 協力」 

についての勧告を 行っている・ これらの勧告は ， 

まさに石油危機・エネルギー 危機に対する 世界 

全体の国際戦略を 構築するものであ り，各国の 

施策についての 世界的システムと 世界的ネット 

ワークの形成を 勧告したものであ る． この「共 

同提言」は国際的エネルギー 危機という環境変 

化に対して。 一国だけでは 対応し切れないこと 

を意味するものであ り，世界全体をカバーする 

国際システム 開発の必要性を 痛感させるもので 

あ る． 

平成元 (1989) 年 11 月， 経済同友会は ， 

CRD との共同声明「日米経済関係の 強化 : 公 

胸部門・民間部門のためのアクション ，プロバ 

ラム」を発表した・ この平成元年の 共同声明 

「日米経済関係の 強化」では，未開発地域の 開 

発や発展途上国の 開発と同様に ， 「共同声明」 

に 描かれている 流通システムや 取引慣行の再検 

討，相手国に 合わせた商品化といったプロバラ 

ムを示している．広い 意味で開発し 切れていな 

い領域について ， これを改善することは ，国際 

開発に繋がるであ ろう． 従って，公的部門およ 

び 民間部門のアクション・プロバラムは ， まさ 

に広い意味の 開発行為と理解することができる   

これは，いわば 国際システム 開発であ り，発展 

途上国との関係に 限ることなく ， 開発された 国 
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同志の間でも 絶えず国際システム 開発が必要と 

されるものと 考えられる． 一国のみの利益追求 

はやがて行き 詰まるものであ り， 自国の利益を 

損なわない範囲で 互恵に基づく 国際開発の理念 

と方法が ， 互いの利益を 拡大するものと 思われ 

る ・個別企業に ，企業内開発と 企業 外 開発があ 

る よう に， 国 単位で見ても ，他国の開発だけで 

なく， 自国の存続のために 自国を自ら開発 ( 社 

会経済のシステム・ 仕組みの改革 ) すべき側面 

が， 多々あ るといえよう． 

(2) 平成 5 年，経済同友会と CED との セ 

  ノ ン ョ / 

平成 5 年 1 月，経済同友会は ， CED と ホノル 

ル合同会議を 開催した． これには，第 1 セッシ 

コ ン，第 2 セッション，および 第 3 セッションが 

あ った． 

第 1 セッションは ， テーマ「日米並びに 世界 

経済の見通し : 短期と長期」に 関するものであ 

るが， ここでは， ① ODA  ( 政府開発援助， 

Officijal Develoment Assi,t"n 。 。 ), ②日本の景 

気刺激策の効果，③政府と 民間の役割，④黒字 
還流問題，⑤世界の 安全保障への 日本の取り組 

み，および⑥クリントン 大統領の評価， と幅広 

い テーマについて ， 意見交換がなされた． 

ODA については， 日本の GNP に対する ODA 

額と 贈与上 ヒ 率が少ないという 米国の意見に 対し 

て， 日本からは，政府予算での 伸び率が高く ， 

今後も増えるという 見通しを示し また対外援 

助の自助努力の 原則を説明している   

第 2 セッションは ， テーマ「貿易，投資， 及 

び通貨・金融政策」に 関するものであ るが， こ 

こでは，①貿易，直接投資問題および②地域主 

義と グローバリズムについて ，問題提起と 意見 

交換がなされた．地域主義とバローバリズムに 

ついては，現地調達率の 高低，地域経済圏の 結 

合の緩 緊 ， NAFTA  U 北米自由貿易協定 ), ウ 

ルグアノ・ラウンドなどが 焦点となっていた． 

第 3 セッションは ， テーマ「日米共通の 課題 

と解決への協力」に 関するものであ るが， ここ 

では， 「経済政策協調および 企業経営における 

日米のリーダーシップ」について 問題提起があ 

り ，意見交換がなされた ( 経済同友会『平成 4 

年度提言・意見書案』平成 5 年 4 月， pp.130 一 

2). 
これらのセッションを 通して，現在日米で 懸 

案になっている 諸問題が， ますます多様化して 

いることを理解できる・ 問題によっては ，対立 

する利益の中から 解決策を探っており ，広い意 

味での国際開発努力がますます 必要とされてい 

ることが分かる． 

(3) 求められる経営者の 国際的な見識と 理 

会 

ここで求められるのは ，個別会社の 経営者の 

優れた見識であ る． 国際開発について ， ミクロ 

と マクロの論理，信念，革新といったものを 練 

りあ げておくことが 必要であ る． 先日 NEC の 

関本忠弘社長は ， 「為替相場を 動かしているの 

は，実業に何の 関係もない投機筋 だ ・実需に基 

づく取り引きは 全体の三割程度」と ， ニュー 

ヨーク 入 りした時， 最近の円高の 急進について 

心境を語っている・ また同氏は，「米国は 既に， 

ソフトウェアに 関心を持つ，情報社会になってお 

り，米国が必要とする 機械製品を， 日本が『 貢 

献 』の形で輸出しているので ，円高では黒字は 

減らない」と ， 日米の産業構造の 違い る 軸にし 

た持論を展開した． 

その後で，輸出企業のトップとして ， 「欧州 

通貨制度は検討に 値する」と，一種の 固定相場 

制への復帰の 期待まで示した・ 「本当は，輸出 

数量，金額とも 減っているのに ，弱いドルで 表 

示するから，みせかけの 黒字は減らない」「 ( 円 

高が不均衡是正に 有効と主張する ) 民主党系の 

学者にはろくなのがいない」， さらに「電子工 

業製品の日本側関税がゼロなのに ， 米国側が 

4.7% なのはおかしい・ 近く，米国電子工業会に 

引き下げ要求する」 ( 「朝日新聞」 1993,8,29) と 

いい切っている． 

このように経営者は ， ミクロの問題だけでな 

く，広い意味での 国際開発の問題を 含めてマク 

ロの問題についても ， その理念を堂々と 公表す 

べきものと考える． ( 完 ) 
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